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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文の特色は、これまで余り論じられることのなかった事業用賃貸借における中途解約の問題を取り上
げ、事業用賃貸借においては、賃借人からの中途解約を認めず、賃借人には、原則として、残存期間につい
ての賃料支払義務があると主張する点にある。事業用賃貸借と居住用賃貸借とを明確に区別して取り扱おう
とするこの見解は、竹村氏の実務経験による問題意識に由来するものであり、バブル期以降多く出現した中
心的テナントの途中退出による大型商業施設の衰退という問題に対応したものであると同時に、事業者間賃
貸借と借地借家法という基本的問題に一石を投じるものとして、きわめて興味深いものである。
　もっとも、本論文における主張は非常に明確であるが、その主張の根拠となっているのは、事業用賃貸借
においては賃貸人と賃借人との間に力関係の格差はない、あるいはむしろ賃借人の方が経済的・社会的な強
者であるという事実に尽き、その主張は、法律学の論文において通例であるところの既存の判例・学説の分
析の十分な上にたってなされたものでない。従って、本論文の第一部においては、竹村氏の主張ばかりが目
につき、その主張に至るいわゆる論証過程が性急あるいは不十分であるという印象を免れがたい。もっと
も、この点は竹村氏自身も十分に自覚されているようで、中途解約が直接に争われているのではない判例か
ら、賃貸人の利益をも考慮すべきであるとする裁判所の基本的姿勢を導き出したり、事業用賃貸借と借地借
家法との関係についての議論を歴史的に分析したりして、事業用賃貸借の中途解約における賃貸人の保護を
正当化しようとしている。そして、このような正当化は必ずしも成功しているとはいえない部分もあり、そ
れが論証過程の性急さという印象に結びついていると思われる。しかし、かかる論証過程における本論文の
問題性は、事業間賃貸借における中途解約という問題がバブル期以降に顕在化したものであり、それに対す
る議論が今まで殆どなされていなかったという点に起因するものであり、やむを得ない点があると考えるべ
きであろう。本論文については、むしろ、実務を経験した竹村氏による積極的な問題提起としての役割を評
価すべきであると考える。
　次に第二部では、アメリカの賃貸借契約における賃借人からの中途解約と賃貸人の損害軽減義務が検討さ
れているが、アメリカ法におけるこれらの問題を賃貸借契約について個別的に検討した研究は殆どなく、そ
の意味で本研究の意義は大きいといえる。特に近年我が国でも盛んに議論されるようになった損害軽減義務
について、アメリカの判例を詳細に検討している点は、これからの我が国における損害軽減義務論の展開に
一つの材料を与えるものであると考えられる。先に公刊されたこの部分についての論文が、2011年度の法律
時報の学会回顧で取り上げられている（法律時報83巻10号98頁）のはこのことを示しているといえる。また、
本論文で取り上げられているアメリカの判例の数は40件近くにも及んでおり、その意味で本論文は、丹念な
検討に基づく労作といえる。
　もっとも、第二部についても、①判例の丹念な検討に比し、学説の検討が必ずしも十分とはいえないこと。
②ニューヨーク州における損害軽減義務の再度の否定の理由の検討がなされておらず、今後の課題とされて
いること。③最終的な結論として、我が国の賃貸借の中途解約においては損害軽減義務を否定するべきであ
るとされているが、その論拠が必ずしも説得力のあるものとはいえず、唐突との印象を与えること、等の問
題点がある。
　しかし、本論文は、このような問題点にもかかわらず、実務経験に基づく主張とアメリカの判例の丹念な
検討によって、今後のわが国の学界に一定の影響を与えると考えられる。今後、筆者が、本論文で残された
課題を検討されることによって、我が国の賃貸借法の発展にも貢献されることを期待したい。
　なお、学位請求論文である本論文については、2012年２月９日、本学大学院法学研究科の規定に従って、
学内に広く公示・予告した公開の研究会で、本人の研究報告を約40分間聞き、そのあと引き続き口述試験と
して審査委員３人による質疑応答を行った。その際、特に議論がなされたのは、賃借権の物権化を根拠とし
－ 85 －
て賃貸人の損害軽減義務を否定するという竹村氏の主張についてであるが、この点については、審査委員か
ら賃借人には譲渡・転貸の自由がないので賃借権が完全に物権化しているといえないのではないかという指
摘がなされ、より慎重な考察の必要性が確認された。また、最後に、副査の牛尾教授から、この問題につい
ては、賃借権の物権化（物権としての賃借権）という、いわば「制度」問題として処理する方法と、契約あ
るいは合意の問題として処理する（すなわち合意によってリスク管理をする）という方法の２つが考えられ、
現在のアメリカではこの２つの方法が折衷されている状況にあるという、竹村氏の今後の研究の展開に対す
る貴重な示唆がなされた。そして、口頭試問終了後、審査委員３人で協議し、竹村氏の本論文には若干の不
十分な点はあるが、既に繰り返し述べているところから明らかなように、同論文は、我が国の賃貸借法や損
害軽減義務論の発展に大きく貢献しうるものであることを確認し、博士（法学）の学位を授与されるにふさ
わしい、十分な内容を備えた論文であると判定した。
